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株主各位

第150回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示情報

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当
社定款第17条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載すること
により株主の皆様に提供しております。

表紙
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（連結注記表）
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の状況

連結子会社数　　18社
主要な連結子会社の名称
　日曹商事㈱、三和倉庫㈱、日曹エンジニアリング㈱、日曹金属化学㈱、ニッソーファイン㈱
　他13社

⑵　主要な非連結子会社の状況
主要な非連結子会社の名称
　日曹達貿易（上海）有限公司
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためで
あります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の状況

持分法適用の関連会社数　　４社
　Novus International,Inc.、IHARABRAS S/A. INDUSTRIAS QUIMICAS、日曹ビーエーエス
エフ・アグロ㈱、Certis Europe B.V.
　なお、持分法適用関連会社であった常熟力菱精細化工有限公司は、当連結会計年度において当社が
出資持分を全て譲渡したことに伴い、持分法適用の範囲から除外しております。

⑵　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況
主要な会社の名称
　日曹達貿易（上海）有限公司
（持分法を適用しない理由）
　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰
余金（持分に見合う額）等からみて、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても
重要性がないためであります。

３．事業年度等に関する事項
　連結子会社及び持分法適用関連会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の
事業年度に係る計算書類を使用しております。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引
については連結上必要な調整を行っております。
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４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券のうち、時価のあるものは決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部
純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものは移動平均法に
よる原価法を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有するたな卸資産
　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法に
より算定）によっております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定額法を採用しております。
　なお、定率法を採用している国内連結子会社については、1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法を採用しております。
（主要な耐用年数）

建物及び構築物　　　　２～60年
機械装置及び運搬具　　２～25年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
（主要な耐用年数）

自社利用ソフトウェア　　　５年
商標権及び製品登録所有権　10年

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　環境対策引当金
　法令等に基づき処理が義務付けられているポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の処理費用など、
環境対策等に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上しております。
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⑷　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①　退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異の処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（9～12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から処
理しております。

②　完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進
行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進
行基準を適用する工事の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっておりま
す。

③　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。

④　消費税等の会計処理方法
　消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用とし
て処理しております。

表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当連結会計年
度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区
分に表示しております。
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追加情報
（株式給付信託（BBT））
　当社は、2016年５月20日開催の取締役会決議に基づき、取締役（社外取締役を除く。）、執行役員および
参与（以下「役員等」という。）に対する新たな株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit 
Trust））」（以下「本制度」という。）を導入しております。
　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実
務上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）を参考に、役員等に対しても同取扱いを読み替えて
適用し、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として貸借対照表に計上する総額法を適用しております。

１．取引の概要
　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、役員等に対して、当社が定
める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を退任日時点の時価で換算した金額相当の金銭（以下
「当社株式等」という。）が信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。なお、役員等が当社株
式等の給付を受ける時期は、原則として役員等の退任時とします。

２．信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株
式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末において201百万円、
72,640株であります。
　なお、2018年10月１日付で、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。

連結貸借対照表に関する注記
１．たな卸資産

たな卸資産の内訳は次のとおりであります。
製品 18,822百万円
仕掛品 877百万円
未成工事支出金 480百万円
原材料及び貯蔵品 7,192百万円

２．担保に供している資産及び担保に係る債務
①　担保に供している資産の内容及びその金額

投資有価証券 105百万円
②　担保に係る債務 121百万円

３．有形固定資産に係る減価償却累計額 145,909百万円
４．保証債務

－ 4 －
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連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し債務保証を行っております。
Novus International,Inc.
Certis Europe B.V.

16,234百万円
762百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 31,127,307株
　（注）2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、

発行済株式総数は、株式併合前の155,636,535株から124,509,228株減少し、31,127,307株とな
っております。

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

(決議) 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額(円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 1 8 年 ６ 月 2 8 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 907 6 2 0 1 8 年 ３ 月 3 1 日 2 0 1 8 年 ６ 月 2 9 日

2 0 1 8 年 1 1 月 ６ 日
取 締 役 会 普通株式 907 6 2 0 1 8 年 9 月 3 0 日 2 0 1 8 年 1 2 月 ４ 日

（注1）2018年6月28日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する
当社株式に対する配当金２百万円が含まれております。

（注2）2018年11月６日取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社
株式に対する配当金２百万円が含まれております。

（注3）2018年10月１日付で普通株式５株につき１株で株式併合を行っております。「１株当たり配当
額」につきましては、当該株式併合前の金額を記載しております。

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
2019年6月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案し
ております。
① 配当金の総額 907百万円
② １株当たり配当額 30円
③ 基準日 2019年３月31日
④ 効力発生日 2019年６月28日
　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しており、配当金の総額には株式給付信
託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれております。
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資
金を調達しております。
　受取手形及び売掛金、並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク
低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企
業）の財務状況等の把握を行っております。
　借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利
スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは内部管理規程に
従い、実需の範囲で行うこととしております。

－ 6 －
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２．金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。

（単位：百万円）

連 結 貸 借 対 照 表
計 　  上 　  額 ( ＊ ) 時　　　　価(＊) 差 額

(1)　現金及び預金 16,565 16,565 －

(2)　受取手形及び売掛金 47,860 47,860 －

(3)　電子記録債権 2,795 2,795 －

(4)　投資有価証券

その他有価証券 21,011 21,011 －

(5)　支払手形及び買掛金 (20,933) (20,933) －

(6)　電子記録債務 (2,717) (2,717) －

(7)　短期借入金 (13,170) (13,170) －
(8)　長期借入金（１年内返済予

定 の 長 期 借 入 金 を 含
む。）

(12,936) (13,008) (72)

(9)　デリバティブ取引 (124) (124) －

（＊）　負債に計上されているものについては、( )で示しております。
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)　現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに (3) 電子記録債権
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

(4)　投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5)　支払手形及び買掛金、(6) 電子記録債務、並びに (7) 短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

(8)　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

－ 7 －
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率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特
例処理の対象とされており（下記(9)参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金
の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定す
る方法によっております。

(9)　デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ
れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(8)参照）。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額18,295百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ
ーを見積ること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4)投資有価証
券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 4,698円10銭
１株当たり当期純利益 192円27銭
（注１）2018年10月１日を効力発生日として普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しており

ます。これに伴い、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、当連結会計年度の期首に
当該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。

（注２）株式給付信託（BBT）が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末株式数の計算
において控除する自己株式に含めております（当連結会計年度 72,640株）。
また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め
ております（当連結会計年度 72,855株）。

企業結合に関する注記
取得による企業結合

1.企業結合の概要
(1)相手企業の名称及びその事業の内容

相手企業の名称　　　ゾエティス・ジャパン株式会社
事業の内容　　　　　プラントヘルス事業
(2)企業結合を行った理由

　ゾエティス・ジャパン株式会社は動物薬のほか、森林防疫薬剤や農業用薬剤を販売するプラント
ヘルス事業を展開しており、グリンガード剤やアグリマイシン剤を中心とする特徴ある製品と技術
サービスにより、市場での高い信頼を獲得しております。本買収により、当社グループは松枯れ防
疫薬剤の国内トップシェアを獲得するとともに、農業化学品事業の製品ポートフォリオが拡充され、
既存製品とのシナジー効果が期待できます。これら事業基盤の強化を通じて当社グループのさらな
る企業価値向上に寄与するとの判断に至り、本事業買収を行うことを決定いたしました。

－ 8 －
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(3)企業結合日
2018年9月14日
(4)企業結合の法的形式

事業譲受
(5)結合後企業の名称

変更はありません。
(6）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として事業を譲り受けたためであります。
2.連結計算書類に含まれている取得した事業の業績の期間

2018年9月14日から2019年3月31日まで
3.取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　取得の対価　　　現金5,229百万円　

取得原価　　　　　　5,229百万円
4.主要な取得関連費用の内容及び金額

弁護士に対する報酬・手数料等 45百万円
5.発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

のれん及び負ののれんは発生しておりません。
6.企業結合日に受け入れた資産の額及びその主な内訳

流動資産　　　229百万円
　固定資産　　4,999百万円　

資産合計　　5,229百万円
7.のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに主な償却期間

商標権及び製品登録所有権 4,999百万円（償却年数10年）
8.企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益

計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
　当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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（個別注記表）
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式は、移動平均法による原価法を採用しております。その他有価証券のうち、
時価のあるものは決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）、時価のないものは移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有するたな卸資産

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によ
っております。

３．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
⑵　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
（主な耐用年数）

のれん、商標権及び製品登録所有権　　10年
⑶　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑶　退職給付引当金
　従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から処理しておりま
す。
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(4)　環境対策引当金
　法令等に基づき処理が義務付けられているポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の処理費用など、
環境対策等に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上しております。

５．消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は当事業年度の費用として処理して
おります。

６．退職給付に係る会計処理の方法
　計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結計算書類と異なって
おります。個別貸借対照表上、退職給付債務に未認識数理計算上の差異を加減した額から、年金資産の
額を控除した額を前払年金費用に計上しております。

表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年2月16日）を当該事業年度
の期首から適用しており、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

追加情報
（株式給付信託（BBT））
当社は、2016年5月20日開催の取締役会決議に基づき、取締役（社外取締役を除く。）、執行役員および参与
（以下「役員等」という。）に対する新たな株式報酬制度「株式給付信託（BBT(=Board Benefit Trust）)」
（以下「本制度」という。）を導入しております。当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信
託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年3月26日）を
参考に、役員等に対しても同取扱いを読み替えて適用し、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として貸
借対照表に計上する総額法を適用しております。

　1.取引の概要
　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、役員等に対して、当社が定
　める役員株式給付規定に従って、当社株式及び当社株式を退任日時点の時価で換算した金額相当の金銭（以
　下「当社株式等」という。）が信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。なお、役員等が当
　社株式等の給付を受ける時期は、原則として役員等の退任時とします。
　２.信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株
　式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度末において201百万円、　
　72,640株であります。
　なお、2018年10月1日付で、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。
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貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産に係る減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　　　114,121百万円
２．保証債務の内容及び金額

被保証会社等 被保証債務の内容 保証金額
Alkaline SAS 借入債務 859百万円
Novus International,Inc.
Certis Europe B.V.

借入債務
借入債務

16,234百万円
762百万円

㈱日曹建設 借入債務 75百万円
３．関係会社に対する金銭債権債務

関係会社に対する金銭債権 18,899百万円
関係会社に対する金銭債務 8,809百万円

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高

売上高 32,369百万円
仕入高 21,176百万円
営業取引以外の取引高 12,008百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
１．事業年度末日における自己株式の種類及び数

普通株式 951,112株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（繰延税金資産） （百万円）

減損損失 483
関係会社株式・出資金評価損 743
賞与引当金 587
環境対策引当金 212
価格精算見積額 313
その他 743
繰延税金資産小計 3,083
評価性引当額 △923
繰延税金資産合計 2,159

（繰延税金負債）
固定資産圧縮積立金 △372
前払年金費用 △2,316
その他有価証券評価差額金 △2,806
その他 △6
繰延税金負債合計 △5,500
繰延税金負債の純額 3,341
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関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社

（単位：百万円）
属性 名 称 議決権所有割合 関 係 内 容 取 引 内 容 取 引 金 額 科 目 期末残高

子会社

日 曹 商 事 ㈱ 56.92％ 当社の化学品を販売委託
し 、 当 社 が 原 料 を 購 入 当社が化学品を販売 17,131 売 掛 金 5,863

日曹金属化学㈱ 100.00％ 当社の化学品を製造委託し、
産 業 廃 棄 物 処 理 を 委 託 製造設備等の賃貸(注３) 919 － －

ニ ッ ソ ー フ ァ イ ン ㈱ 100.00％ 当 社 の 化 学 品 及 び
農 業 化 学 品 を 製 造 委 託 貸付金の回収（注４） 700 短期貸付金 2,540

NISSO AMERICA INC. 100.00％ 当 社 の 化 学 品 及 び
農 業 化 学 品 を 販 売 委 託

当社が化学品及び
農業化学品を販売 3,803 売 掛 金 1,183

NISSO CHEMICAL
E U R O P E  G m b H 100.00％ 当 社 の 化 学 品 及 び

農 業 化 学 品 を 販 売 委 託
当社が化学品及び
農業化学品を販売 8,427 売 掛 金 2,857

日曹エンジニアリング㈱ 100.00％ 当 社 の 製 造 設 備 等 の
建 設 ・ 工 事 を 委 託

預り余剰資金の返済
( 注 ５ ) 800 預 り 金 2,300

製造設備等の建
設・工事の委託 40,174 未 払 金 917

Alkaline SAS 100.00％ 当 社 が 銀 行 借 入 に
対 す る 債 務 を 保 証 債務保証(注6) 859

(6,900千EUR) － －

関連
会社 Novus International,Inc. 20.00％ 当 社 が 銀 行 借 入 に

対 す る 債 務 を 保 証 債務保証(注6) 16,234
(146,240千US$) － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）上記金額のうち、取引金額には為替差損益は含まれておらず、期末残高には為替差損益が含まれてお

ります。また、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
（注２）価格等の取引条件は、市場の実勢価格等を参考にして、交渉の上で決定しております。
（注３）製造設備等の賃貸料は、賃貸資産の維持管理費用を基に決定しております。
（注４）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、取引金額につ

いては純額で記載しております。
（注５）余剰資金の預りについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、取引金額

については、資金の決済が随時行われているため、純額で記載しております。
（注６）債務保証については、保証料を受領しております。
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１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 4,004円31銭
⑵　１株当たり当期純利益 132円13銭

(注1）2018年10月1日を効力発生日として、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しておりま
す。
これに伴い、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、当事業年度の期首に当該株式併合が
行われたと仮定し、算定しております。

(注2）株式給付信託（BBT）が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末株式数の計算にお
いて控除する自己株式に含めております（当事業年度 72,640株）。
また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお
ります（当事業年度 72,855株）。

企業結合に関する注記
　(取得による企業結合）
　　　連結注記表の「企業結合に関する注記」に記載しているため、注記を省略しております。
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